
施策のポイント・効果現状と課題

○ 農業水利施設の包蔵水力エネ
ルギーの過半は未利用のまま
未開発のエネルギー ８．８万kＷ

開発済のエネルギー ６．５万kＷ
※ 一般電気事業者、公営電気事業者

による共同開発分は除く
※ （財）新エネルギー財団、水利整備課調べ

○ 農業関係者は、農村地域を潤し
ている身近な農業水利施設を流れ
る水量と落差が生み出す自然エネ
ルギーに関心と大きな期待

○ 包蔵水力エネルギーに関する情
報不足

○ 施設使用等の手続きのわかりづ
らさ

○ 事業、制度の認知度が低い

○ 農村地域を潤す農業用水が持つ自然エネルギーの農業分野における
有効利用を促進

・ 小水力発電の見込める農業水利施設に関する「小水力適地情報」
の作成と整理

・ 小水力発電導入手続きに関する技術的指導及び手続きや法手続き
などに関する分かりやすい「利用マニュアル」の作成と普及

事業の効果

○ 身近な自家発エネルギーを利用した農村地域の振興

○ 地域用水機能の発揮（農業用水の多面的機能）

○ 既存社会ストックの有効活用

○ 地球温暖化対策への貢献

（６）農業農村整備事業における温室効果ガス排出削減対策

１．農業用水の自然エネルギーの活用支援（小水力発電）
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○ 農業農村整備事業において、これまで２５地区の小水力発電施設を整備

○ 現在、年間約５万７千CO2トンのＣＯ２削減に貢献（推計）

※CO2削減量＝発電施設の最大出力（kW）×24（hr）×365（日）×実績による発
電効率（0.53）×二酸化炭素削減排出係数（0.555kg-co2/kWh）

CO2削減実績

整備完了 ２５ 地区

かん排等土地改良事業
２１地区

農村総合整備事業等
４地区

農業農村整備事
業での実施状況
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コンポスト施設

循環型システムの構築と
美しい快適なむらづくりの実現

生活排水の流入による農業
用水の水質悪化などによる
農業被害の発生。

・農業被害の解消
・処理水の再利用
・汚泥の農地還元

発生する汚泥の57%を農地還元などでリサイクル利用（８２３地区）するなど、資源循環の取組みを推進

リサイクルの内訳

建築資材

緑地還元

農地還元

４１．９％
７．７％

７．２％

汚泥のリサイクル率

リサイクルその他

５６．８％４３．２％

集排汚泥リサイクル率の推移　(H14～H17)

農地還元

緑地還元

建設資材

その他

最終処分

,
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100万 45.6% 49.8% 55.3% 56.8%
（リサイクル
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２．農業集落排水汚泥の循環利用に関する取組
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○ バイオマスタウンの全国展開の加速化に向け、農村地域に適したバイオマス転換施設の実証・普及を図るため、農業

集落排水施設と連携したバイオマス利活用システムの有効性について実証試験を行っているところ（平成１８～２１年度）。

 

農業集落排水施設（既設） 小規模バイオマス変換施設
（新規設置）

① 農村地域の未利用バ
イオマスの有効利用

・汚泥等農村地域バイオマ
スの高度利用

・汚泥のリサイクル率向上

② 全国４千箇所以上ある
農業集落排水施設への
展開

・集落排水施設の維持管
理費の低減

・集落排水地域単位での
資源循環の促進

実証試験を行っている利活用システム システムの狙い

集排汚泥

排水

農村地域

処理水

電気、熱

残渣（液肥等）

家畜排泄物農村集落（生ごみ等）果樹剪定枝等 休耕田等（資源作物）

農村地域からのバイオマス
（家畜排泄物、生ごみ等）

○ 農業集落排水と連携したバイオマス変換システムの実証、普及
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